
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 礎本レジデンシャル・セールスプランナーズ協会

1 事業の成果
不動産流通業実務者の教育、研修、資格認定試験の実施、資格認定・登録、教育カリキュラム

の開発、実務研修テキストの作成、セミナーの実施、講師、講演等を実施した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業               (事 業費の総費用 【5595】 千円)

月
=款
ヤこ冨己頭文
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)不動産流通業務
に関わる実務者の

資格認定と登録・

更新制度事業

1資格認定試験問題の作成
2.資格認定試験の実施
3合格者の資格認定と登録、更新

4月

翌 3月

全国

8人 穀市民

中込i   73,、

受讚■   61人

合

'li   42人
員疇整鰊者 31人

資に更新者 45'.

2210

(2)不動産流通業務

に関わる実務者の

研修・通信教育・スク
ールグ等の事業

1.講座テキスト編集

2.参加者募集

3.e十二ンク'孝女1本
の編集と提供

4月

翌 3月

全国 6人 ‐般市民
中込 900人

受諄者 7∞ 人
2464

(3)不動産流通業務

に関わる雇用機会

拡充の支援事業等

対象企業周知説

明会・DM等の
企画と実施

4月

翌 3月
東京 2人 般市民 400人 256

(4)不動産流通業務

に関わる資料の作

成と提供

講演、寄稿、論文
発表、市場調査、

朝礼問題・ 100
間テスト等の提供

4月

翌 3月

東京
大阪

3人 ・般市民 0 0

(5)広報誌などの発

行により本協会の

役割、成果の広報

啓豪活動

1.メルマr定期配信
2.新聞セミナー連載
3.新聞広告掲載
4.Webサ イト掲載

4月

翌 3月

全国 2人

‐般市民

団体会員 300 363

(6)不動産流通業

務に関わる営業支

援の為の各種紹介

事業

成果が見込めるシステムを提供

している企業・団体の紹介・情報

提供.不動産実務者にとっては、
業務の効率化と業務の精度が高

まり.時短・働き方改革
1管轄が異なる各種情報を一元管
理するンステムを活用すること

で、正確で、豊富な情報を迅速に

消費者に提供する.
2不動産登記の専門家と連携をす
ることで.物件調査.重要事項説
明の精度があがり.消費者に安心
した不動産取引を提供する。

4月

翌 3月

主たる

事務所
2人

―般市民

団体会員 837 302

(7)不動産流通業

ぁに関わる営業支
援の為の各種シス
テム・ツールの提
供事業

複数のサイ ト上で公開さ
れている不動産情報を確
認・整理するには時間がか
かり、消費者とってはリア
ルタイムで情報を入手す

4月

翌 3月

主たる

事務所
2人 ‐般市民 0 0



る
ま
て
の
や
に
る
選
る
費
い
る

の

ことが難しい。
た物件調査業務におい
、営業担当者は役所など
複数の窓口に赴き、資料
データを入手するため
労力と時間をかけてい
。よって消費者が物件を
ぶ際に必要な情報を得
までに時間がかかり、消
者が求める不動産を買
逃す原因にもなってい

貪埒鶉雖:
4鷲参籍
もつなける。

(8)前各号の他、本

協会の日的を達成

するために必要な

事業

企業診断、改善
提案等
租税公課

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

5年度 活動計算書 (その他事業がな.い場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本レジデンシャル・セールスプランナーズ協会

900.0001

2.500.000
正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受人評価益

受取補助金

(l)不動産流通業務に関わる実務者の資格認定と霊録・更新制度事業
(2)不動産流通業務に関わる実務者の研修・通信教育 スクーリング等の事業
(3)不動産流通業務に関わる雇用機会拡充の支援事業尋
(4)不動産流通業務に関わる資料の作成と提供
(5)広報誌などの発行により本協会の往割、成果の広報啓蒙活動
(6)不動産流通業務に関わる営業支援の為の各種紹介事業
(7)不動産流通業務に関わる営業支援のおの各種ンステム・ツールの提供事業

478.042
022 590
233 200

0

414.507.
098.680

0

7 7 1た にの

|'8受取利息

5,533.637

1

9

1

2

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚牛費

売 ヒ原価
業務委託費
外注費
試験・資格賣
旅費交通費
広報費
教材費
消耗品費
支払手数料

役員報酬
給料手当
退職給付費サ1〕
福利用′|:費

330

218

159

000
418

0001

2001

068

611

400
300

13.

2. 082.

290.

37

事務用品費
業務委託費
通信費
家賃
減価償却費
諸会費
租税公課
支払手数料
事務機械費
顧問料
諸雑費

2?7.376
415.761

192.120
26. 235

311.869
906 400
101. 105

5.060
33.572

78.

663.

381

924.

43.

70.

当 額| 【A】 ―

過年度猥益修 lE益

災害損失

C ) ユ当 期 経 常 外 ■
+

+

1】  ■  11

ロ ロ| ロ

3T:



書式第 15号 (法第 28条関係)

5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本レジデンシャル・セールスプランナーズ協会

ロ田

，

一

2

3 の の

6341

6201

819

061

現金預金
未収金

棚卸資産 (商品)
前払金

20,429
263

63

59

20.429, 634

263.620
63.819
59.061

車両運搬具
什器備品
減価償却累計額

823.320
-TRF 852

ソフトウェア

借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 20,901,602

，

一

+

844.422
19,938

844.422
19.938

未払金
預り金

長期借入金

退職給付引当金

B-2
前

当
正 財

増

19

942 951正味

繰 094.291

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 20,901,602

:ヨllllllllllllllllllllllllllllllllllll!III!目 :lllllll11:::iI■ :llllllllllllllll

■:′lII
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■lJ~7

賃 産 の 部

864.360



書式第 16 28

重要な会計方針

(1)財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日

(2)消費税等の会計処理

消費税等は、税込経理によって処理しています。

(3)棚 卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法
(4)固定資産の減価償却の方法

定率法

2.事 業別損益の状況

5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本レジデンシャル・セールスプランナーズ協会

NPO法人会計基準協議会) によっています。

:円 )

合 計広報 啓蒙事

業

営業文機の為

の各種紹介,
業

の各種システ
ム …ツーリレの

提供事業
事業部門11 管理部門科 日 贅格認定登録

更新事業

研修.“座運
営事業

雇用機会拡充

支援事業

調査研究資11

●成提供■案

3.100,000 3.400.000

7.247,019

0

414,507 l.098.680

0

7.247.0191.478.042 4.022.590 0

3.400.000 10.647.019414.507 1.098.680 7.247.0191.478.042 4.022,590 233.200

78,330

673, 248

176, 643

924.000

43.418

70.000

200

13.068

1,884. 514

290.400

37.300

‐５

２
‐
６

，
１
，
６
，
１

５
，
３

５

８
，

17. 838

53.491

18.875

1

50.029

4

376

751

720

277.

1,415

1

198.000

513.

.963

. 244

8.926

192.720

0

302. 328 5.597.810 1.191,121 9,788,9312.210.631 2.161.390 256.890 363, 568

9.788.931363. 568 302.328 5.597.810 4,191.1212.210.634 2.464,390 256.890

858.08850.939 四過 B田 ロ□匝口Ⅱ四 -791.121

I 経常収益
1.受取会費
2 事業収益
3.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
人件費計
(2)その他経費
売上原価
業務委託費
外注費
試験・資格費
旅費交通費
広報費
教材費

消耗品費
支払手数料
交際費
事務用品費

業務委託費
通信費
家賃
減価償却費
諸会費
租税公課

支払手数料

事務機械費
顧問料
諸雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 田 田 国□ 四 ]回 団 -23 600

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐
― ― ― ― ― ― ―

□画回 |■■回 □回□回■図回 回 轟回

■■■■■■
■■■‖■■■■■■

算定方法内容 金額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
:円 )



′
４ 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

科 日

計算書
類に計
上され
た金額

内、役

員との

取引

内、近

親者及
び支配
法人と
の取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため

に必要な事項

事業費と管理費の技分方法

０
０

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合 計

― ― ― ― ― ― ―

剛来取得

“

額 ■●●コ県計■ 期末颯,価額科 目 期首取得

“

領 取得 減少

―「3701243,418

有形固定資産
車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合 計 繭 繭
― ― ― ― ― ―

車

■■■‖■■■■■■

科 日 期首残高当期借入当期返済

合計

■■■
■■■― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ―

■■■‖■■■

その他の事業に係る資産の状況

期末残稿



書式第 17号 (法第 28条関係 )

5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本レジデンシャル・セールスプランナーズ協会

未収金
(|)不動産流通業務に関わる実務者の資格認定と登録・更新制度事業 (イーコ■ケーフジズ)

(2)不動産流通業務に関わる実務者の研修 .通信教育・スクーリング等の事業 (イグロス)

(6)不動産流通業務に関わる営業支援の為の各種紹介事業 (RIAコアプレインr)

消費税還付未収金

20.429.634

263.620

122 880

現金

蒻 鶉 行普通預金

20.644
20.408.990

10.565
80.480
87. 8901

84. 6851

63.819
59.061

棚卸野撃鵡×顧本)
前払金

4688

823.320
-737852

車両運搬具
事業用車両

什器備品
什器備品パソコン等
減価償却累計額

借地権

π2)~薦形百更百顧
ソフトウェア

長期貸付金

百丁硬百召研匝頑百
敷金

20,901,602【A】 資 産 合 計 ①+②

〕-1

未払金
1月―プャドン帥
ヤマト運輸帥
脚 Iイコー

腑住宅新報
(榊イグロス

(樹博RIAコアフ
・レインス
・

NTTファイナシス
844,422

19,938

27.076
16.118
27.610
10. 175

78.498
660.000
24.945

38

00

預り金
源泉徴収税
へ・ルエステート

86436(

長期借入金

退職給付引当金

【【

■

Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ
奮

【B-1】 負 864, 360③+④債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 20,037.242

■■lT

「

||IEll[■1日|[II

了I117111

I]こ

]

]



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿
("事■年度におしヽて投員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこ

れからの■についての前事彙年底における報日の有無をE■した名
")

特定非営利活動法人 ll本 レジデンシャル・セールスプランナーズ協会

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

′ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)′

2 役員一覧

役 名
(フ リガナ)

氏 名

前事業年度内
の就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

理事
ツチヤ

土屋

カツミ

克己  

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

理事

コント'ウ  キイチ

近藤 紀一

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

理事

コイタハ'シ   ヒロユキ

小板橋 博幸

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

理事
ヤマモト  とロシ

山本 寛

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

理事
タカオ  ノホ
・ル

高尾 昇

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

理事

ミヨシ  オサム

三好 修

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

理事
ウI夕
・

上田

タイチロウ

多一郎

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

理事
モ|)ク
.チ
  マサヒコ

森口 昌彦

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

理事
キヘ
・  コウイチ

本部 浩一

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

10 理事
カモ  シケ
・
ソフ'

加茂 重信

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日



役 名
(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内
の就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

11 監事
タカ′ヽシ アキヒロ

晃宏高稿

令和5年 4月 1日 ～

令和6年 3月 31日

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

(2頁 )



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法
ナニズ協全_

レ ン ル・セールスン

氏   名

1
近藤 紀―

2
土屋 克己  

3
小板橋 博幸

4
高尾 昇

5
上田 多―郎

6
森口 昌彦

7
城阪 千太郎

8 高格 晃宏

9
木部 浩―

10
木島 寛

11
以下余白

12




